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平成１９年４月以降の介護給付費等の請求事務について（案）平成１９年４月以降の介護給付費等の請求事務について（案）

平成１９年２月６日（火）

厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部

※ 今後の検討により、内容等に変更が生じることがありうる。
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平成１９年４月からの介護給付費等の請求書様式等の主な改正点について平成１９年４月からの介護給付費等の請求書様式等の主な改正点について

１９年４月の政省令改正による利用者負担の見直し等に伴い、請求省令様式等の一部改正を行う。

１ 介護給付費・訓練等給付費等請求書、障害児施設給付費請求書

○ 特別対策事業の事業運営円滑化事業による激変緩和措置にかかる費用を介護給付費等と同様の請求方式にする
ため、請求書に「特別対策費」欄を追加。

○ 利用者負担の見直しに伴い、社会福祉法人等による減免措置制度が終了することにより、「社会福祉法人等軽減
額」欄を削除。

２ 介護給付費・訓練等給付費等請求明細書

○ 社会福祉法人等による軽減措置に係る関連項目を削除。

○ 特別対策事業の激変緩和措置にかかる請求に対応するため、「特別対策費」を追加。

○ 就労継続支援A型事業に行う事業者による利用者負担の減免制度に対応させた関連項目の追加。

○ 利用者負担上限額管理結果欄を追加。

３ 障害児施設給付費等請求明細書

○ 特別対策事業の激変緩和措置にかかる請求に対応するため、「特別対策費」を追加。

○ 社会福祉法人等による軽減措置に係る関連項目を削除。
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（様式第一）

平成　　　　年　　　　月　　　　日

（　請　求　先　）

〒

殿

下記のとおり請求します。

合　　　計

小　　　　計

特定障害者特別給付費

訓
練
等
給
付
費

利用者
負担額

介
護
給
付
費

円

区　　　　分 件数 単位数 費用合計
介護給付費等

請求額
特別対策費

請求額

請求金額
百万

月分

千

平成 年

介護給付費・訓練等給付費等請求書

請
求
事
業
者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名

自治体
助成額

指定事業所番号

住　所
（所在地）

電話番号

名　称

介護給付費・訓練等給付費等請求書の記載における留意点

名称は、主たる事業所の名称として届け出た名称を使用する。

当該事業所番号単位での
① 介護給付費
② 訓練等給付費
③ 特定障害者特別給付費（補足給付費）
④ 特別対策費
の市町村請求額の合算を記載する。

サービス種別単位に添付される請求明細書の集計額等を記載する。
① 件数
② 総単位数
③ 費用合計（100/100の額）
④ 介護給付費等請求額
⑤ 特別対策費請求額
⑥ 利用者負担額
⑦ 自治体助成額
を記載する。

③＝④+⑤＋⑥+⑦ となる。【Ａ型減免実施事業者を除く】

請求書の作成は、事業所番号単位で行い、
同一事業所番号で管理される事業所の介護給付費等の請求は、

一括で行う。

特定障害者特別給付費の集計額等を記載する。

本様式は、指定事業所番号（10桁）の3桁目が「１」又は「２」の事業所が使用する様式。
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（様式第四）

平成　　　　年　　　　月　　　　日

（　請　求　先　）

殿

下記のとおり請求します。

請求額

円

請求額

円

請求額

円

請求額

円

請求額

円

請求額

円

請求額

円

請求額

円

請求額計算欄

請求額

円

請求額

受給者証番号

モニタリング日

受給者証番号

モニタリング日

小計

枚目枚中

サービスコード 単位数

年 日 氏名月

氏名

円

月 日

フリガナ サービスコード 単位数

年

単位数単価

地域区分

平成

受給者証番号

モニタリング日

氏名

フリガナ サービスコード 単位数

月 日年平成

受給者証番号

モニタリング日

氏名月 日年

フリガナ サービスコード 単位数

日 氏名

円/単位

単位数フリガナ サービスコード

平成 年 月

日 氏名年 月平成

円

フリガナ サービスコード 単位数

日 氏名

単位数

平成 年 月

フリガナ サービスコード

日 氏名

サービスコード 単位数

平成 年 月

氏名月 日年

フリガナ サービスコード 単位数

単位数

平成 年 月

項番 支給決定障害者等

フリガナ

日 氏名

受給者証番号

モニタリング日

千 円

請求金額
百万

職・氏名

平成 年 月分

電話番号

名　称

住　所
（所在地）

サービス利用計画作成費　請求書

請
求
事
業
者

指定事業所番号

サービスコード

平成モニタリング日

受給者証番号

受給者証番号

モニタリング日

フリガナ

受給者証番号

モニタリング日

平成

受給者証番号

モニタリング日

受給者証番号

モニタリング日 平成

フリガナ

区　　分 件数

相談支援

サービス利用計画作成費請求書の記載における留意点

本様式は、指定事業所番号（10桁）の3桁目が「３」の事業所が使用する様式。

サービス利用計画作成費の請求の際には、
支給決定障害者ごとに請求明細書の作成は行わず、
本様式のみを使用する。

・請求件数を記載する。

請求する支給決定障害者等の必要項目を記載する。
請求対象月に実施したモニタリング実施日
（当該請求対象月のうち直近日）を記載する。

・地域区分・単位数単価を記載する。

支給決定障害者等ごとの請求額を記載する。
請求額は 左記「単位数」に上記「単位数単価」を乗

じた額（小数点以下、切り捨て）を記載する
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（様式第二）

特定障害者特別給付費
枚中 枚目

算定日額 日数 市町村請求額 実費算定額

自治体助成分請求額

決定利用者負担額

上限額管理後利用者負担額

調整後利用者負担額

上限月額調整(①②の内少ない数)

給付率に
基づく

請求額

利用者負担額②

／１００／１００／１００ ／１００

円/単位円/単位円/単位単位数単価 円/単位

日

給付単位数

日
合計

サービス利用日数 日 日

総費用額

請
求
額
集
計
欄

サービス種類コード

給付率

給
付
費
明
細
欄

単位数 回数 サービス単位数 摘要

入院日数日 利用日数年 月終了年月日 平成月 日開始年月日 平成 年

入院日数日 利用日数年 月終了年月日 平成月 日開始年月日 平成 年

入院日数日 利用日数年 月終了年月日 平成月 日年

管理結果 管理結果額

就労継続支援Ａ型事業者負担減免措置実施

利用者負担上限月額　① 就労継続支援Ａ型減免対象者

事業者及び
その事業所

の名称
支給決定障害者等

氏 名

支 給 決 定 に 係 る 地域区分

障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

指定事業所番号

請
求
事
業
者

月分

助成自治体番号

年

介護給付費・訓練等給付費等明細書
（居宅介護、行動援護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援、児童デイサービス、短期入所、

療養介護、生活介護、施設入所支援、旧法施設支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）

市町村番号 平成

サービス内容 サービスコード

請求額
介護給付費等

特別対策費

利用者負担上限額
管理事業所

指定事業所番号

事業所名称

A型減免
事業者減免額

減免後利用者負担額

サービス
種別

開始年月日 平成

介護給付費・訓練等給付費等請求明細書の記載における留意点

同一事業所番号で括られた指定事業所が、
一の支給決定障害者等に複数事業のサービスを提供した際には、
請求明細書は一枚のみ作成する。

本様式は、指定事業所番号（10桁）の3桁目が「１」の事業所が使用する様式。

就労継続支援Ａ型事業において、雇用形態にある利用者に対して
利用者負担の減免を実施する事業者は、「２」を記載する。その他は
「１」を記載する

就労継続支援Ａ型事業利用者で、雇用形態にある利用者について
は、「２」を記載する。その他は「１」を記載する

受給者証に記載された利用者負担上限月額を記載する。

訪問系、居住系、日中系、短期入所サービス提供時には、当該サー
ビス種別の番号を記載し、開始年月日、終了年月日、実利用日数、
外泊日数等の該当項目を記載する。

実績記録票に記載された実費算定額を記載する。

サービスコード表に記載された、名称、サービスコード、単位数を記載する。

当該月における算定回数を記載する。

単位数に算定回数を乗じた単位数を記載する。

特別対策費である激変緩和加算に係る請求額を記載する。
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（様式第三）

管理結果 管理結果額利用者負担上限額
管理事業所

指定事業所番号

事業所名称

請
求
額
集
計
欄

サービスコードサービス内容

事業者及び
その事業所

の名称

日中活動先事業所
日中介護等
支援加算欄

指定事業所番号 当該事業所への通所日数

上限額管理後利用者負担額

事業所名称

自治体助成分請求額

介護給付費等請求額

調整後利用者負担額

上限月額調整(①②の内少ない数)

給付率に
基づく

請求額

利用者負担額②

／１００／１００

円/単位単位数単価 円/単位

給付単位数

合計
サービス利用日数 日 日

サービス種類コード

給付率

総費用額

給
付
費
明
細
欄

単位数 回数 サービス単位 摘要

外泊日数日 入院日数月年日 終了年月日 平成月

外泊日数

開始年月日 平成 年

日 入院日数月年日 終了年月日 平成月平成 年サービス
種別

開始年月日

障害程度区分利用者負担上限月額　①

支 給 決 定 に 係 る

障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

指定事業所番号

支給決定障害者等

氏 名

地域区分

請
求
事
業
者

平成

介護給付費・訓練等給付費等明細書

（共同生活介護、共同生活援助）

市町村番号 月分

決定利用者負担額

年

助成自治体番号

介護給付費・訓練等給付費等請求明細書の記載における留意点

同一事業所番号で括られた指定事業所が、
一の支給決定障害者等に複数事業のサービスを提供した際には、
請求明細書は一枚のみ作成する。

本様式は、指定事業所番号（10桁）の3桁目が「２」の事業所が使用する様式。

受給者証に記載された利用者負担上限月額及び
障害程度区分を記載する。

ケアホーム、グループホームの番号を記載し、入居年月日、退居年月
日、利用実日数、外泊日数等の該当項目を記載する。

日中介護等支援加算を計上する際には、
連絡調整を行った日中活動サービス事業所の名称等を記載する。

同一月に、支給決定障害者が、同一事業所番号のグループホーム
からケアホームに転居した場合等の際には、一枚の明細書を使用する。

主たる事業所の地域区分を記載する。
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(様式第一)

平成　　　　年　　　　月　　　　日

（　請　求　先　）

〒

殿

下記のとおり請求します。

障害児施設給付費等請求書

請
求
施
設

指定施設番号

住　所
（所在地）

電話番号

名　称

職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成 年 月分

請求金額
百万 円

区　　　　分 件数 単位数 費用合計
障害児施設

給付費請求額

千

利用者
負担額

自治体
助成額

障
害
児
施
設
給
付
費

小　　　　計

小　　　　計

合　　　計

特

定
入
所
障
害
児
食

費
等
給
付
費

特別対策費
請求額

障害児施設給付費等請求書の記載における留意点

名称は、主たる施設の名称として届け出た名称を使用する。

当該施設番号単位での
① 障害児施設給付費
② 特定入所障害児食費等給付費（補足給付費）
③ 特別対策費
の都道府県請求額の合算を記載する。

サービス種別単位に添付される請求明細書の集計額等を記載する。
① 件数
② 総単位数
③ 費用合計（100/100の額）
④ 障害児施設給付費請求額
⑤ 特別対策費請求額
⑥ 利用者負担額
⑦ 自治体助成額
を記載する。

③＝④+⑤＋⑥+⑦ となる。

請求書の作成は、施設番号単位で行い、
同一施設番号で管理される施設事業所の障害児施設給付費の

請求は、一括で行う。

特定入所障害児食費等給付費の集計額等を記載する。

本様式は、児童福祉法の指定知的障害児施設等が使用する様式。
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(様式第二)

実費算定額特定入所障害児
食費等給付費

算定日額 日数 都道府県等請求額

年

障害児施設給付費等明細書

都道府県番号 月分

助成自治体番号

平成

請
求
施
設

指定施設番号

受 給 者 証 番 号

施設給付決定保護者

氏 名

支 給 決 定 に 係 る

障 害 児 氏 名

利用者負担上限月額　①

サービス
種別

開始年月日

開始年月日

平成 年 月 日 終了年月日 平成 日 利用日数年 入院日数月

平成 月年 日 終了年月日 平成 年 月 日 利用日数 入院日数

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数

請
求
額
集
計
欄

サービス種類コード

日サービス利用日数 日 日 日

給付単位数

単位数単価 円/単位 円/単位 円/単位 円/単位

給付率 ／１００ ／１００ ／１００ ／１００

総費用額

給付率に
基づく

請求額

利用者負担額②

上限月額調整(①②の内少ない数)

調整後利用者負担額

上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額

請求額
障害児施設給付費

特別対策費

自治体助成分請求額

枚中 枚目

管理結果

施設の名称

地域区分

摘要

合計

管理結果額利用者負担上限額
管理施設

指定施設番号

施設名称

障害児施設給付費等請求明細書の記載における留意点

同一施設番号で括られた指定施設が、
一の支給決定に係る障害児に複数事業のサービスを提供した際には、
請求明細書は一枚のみ作成する。

受給者証に記載された利用者負担上限月額を記載する。

実績記録票に記載された実費算定額を記載する。

サービスコード表に記載された、名称、サービスコード、単位数を記載する。

当該月における算定回数を記載する。

単位数に算定回数を乗じた単位数を記載する。

請求明細書の記載方法については、自立支援法の介護給付費・
訓練等給付費等明細書に準じる。

利用者負担の上限額管理結果を記載する。
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「給付費明細欄」及び「請求額集計欄」の記載方法

回数 サービス単位数サービス内容 単位数

4 1行動援護２．０ 1 3 4 05 3

行動援護３．０ 1 3

67 2 81 1

1 1 6 1 1 0 2 4 1 4 46 6

サービスコード

給付費明細欄給付費明細欄 給付費明細欄の記載について給付費明細欄の記載について

① サービスコード表より、サービス提供内容に合致するサービス内容を抽出する。

② 該当するサービスコード等を「サービス内容」、「サービスコード」、「単位数」の各
欄に記載する。

③ サービスコード単位で当該月に提供した「回数」を記載する。

④ サービスコード単位で「サービス単位」（単位数×回数）を算出する。
請求額集計欄請求額集計欄

請求額集計欄の記載について請求額集計欄の記載について

① 「サービス種類コード」欄に、サービスコードの頭2桁の番号、名称を記載する。

② 「サービス利用日数」欄に、当該月におけるサービス提供実日数を記載する。

③ 「給付単位数」欄に、サービス単位の集計単位数を記載する。

④ 「単位数単価」欄に、当該事業所に適用される一単位の単価を記載する。

⑤ 「給付率」欄に、給付率を記載する（受給者証に特別の記載がない限り90/100）。

⑥ 「総費用額」欄には、給付単位数に単位数単価を乗じて得た額を記載する。

（端数処理：小数点以下は切り捨て：⑦も同じ）

⑦ 「給付率に基づく請求額」欄には、総費用額に給付率を乗じた額を記載する。

⑧ 「給付率に基づく利用者負担額」欄には、⑥から⑦を控除した額を記載する。

⑨ 「上限月額調整」欄に、⑧又は負担上限月額のうち低い方の額を記載する。

⑩ 「決定利用者負担額」欄に、確定した利用者負担額を記載する。

⑪ 「請求額」「介護給付費等」欄に⑥から⑩を控除した額を記載する。

⑫ 「合計」欄には、各欄の合計額を記載する。

１ 事業所番号単位で一の事業を提供した例 （地域区分：特別区）

請
求
額
集
計
欄

サービス種類コード 1 3

給付率 9

総費用額 1 0

行動援護
合計

サービス利用日数 1 1 日

給付単位数 9 7 8 4 9 7 8 4

単位数単価 1 0 7 2 円/単位

0 ／１００

4 8 8 4 1 0 4 8 8 4

給付率に
基づく

請求額 9

利用者負担額② 1

4 3 9 5

0 4 8 9

上限月額調整(①②の内少ない数) 6 1 5 0 6 1 5 0

A型減免
事業者減免額

減免後利用者負担額

調整後利用者負担額

上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額 6 1 5 0 6 1 5 0

請求額
介護給付費等 9 8 7 3 4 9 8 7 3 4

特別対策費

自治体助成分請求額

【負担上限月額「6,150円」の場合】
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総費用額

給付率に

基づく

7 7 1 3 0 7 7 1 3 0

請求額 6 9 4 1 7

利用者負担額② 7 7 1 3

上限月額調整(①②の内少ない数) 6 1 5 0 6 1 5 0

A型減免
事業者減免額 6 1 5 0 6 1 5 0

減免後利用者負担額 0 0

調整後利用者負担額

上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額 0 0

請求額
介護給付費等 7 0 9 8 0 7 0 9 8 0

特別対策費

自治体助成分請求額

自治体助成分請求額

9 8 0

特別対策費

0 7 0

1 5 0

請求額
介護給付費等 7 0 9 8

0 11 1 5

上限額管理後利用者負担額

5 0

調整後利用者負担額

1 1

0 0 0

減免後利用者負担額 1 1 5 0

0 5

1 5 0

A型減免
事業者減免額 5 0 0

0 66 1 5

利用者負担額② 7 7 1 3

0

給付率に
基づく

請求額 6 9 4 1 7

7 7 1 3総費用額 7 7 1 3 0

給付率 9 0 ／１００

2 2 2

単位数単価 1 0 6 8 円/単位

2 77 2 2

5 就労継続Ａ型
合計

サービス利用日数 1 6 日

請
求
額
集
計
欄

サービス種類コード 4

給付単位数

上限月額調整(①②の内少ない数)

決定利用者負担額

２ Ａ型事業者が利用者負担の減額を実施した例 （地域区分：特別区）

就労継続支援Ａ型事業所が利用者負担の減免を実施した際の記載方法

給付費明細欄給付費明細欄

請求額集計欄請求額集計欄

① 各サービス種別単位に「上限月額調整」欄までは、前記のとおり記載
する。

② Ａ型事業者が雇用形態にあるものに対して「利用者負担額の免除又
は一部減額を実施した際には、事業者の減免額は「A型減免 事業
者減免額」欄に記載する。

③ 減免後の利用者負担額は「Ａ型減免 減免後利用者負担額」に
記載する。

例の場合、事業者の減免額は「5,000円」であり、減免後の利用者負担額は
「1,150円」である。

④ 「決定利用者負担額」欄に、確定した利用者負担額を記載する。

⑤ 「請求額」「介護給付費等」欄に「総費用額」欄から②及び④を控
除した額を記載する。

Ａ型減免を実施した際には「請求額介護給付費等」の額は、「総費用
額」から「Ａ型減免事業者減免額」 及び「決定利用者負担額」 を控除し
て得た額となる。

23 2

9 0 0

就継Ａ１・定超 4 5 8 1 1 1

1 5 6就継Ａ１ 4 5 1 1 1 1

回数 サービス単位数サービス内容 サービスコード 単位数

4 6 0

3 2 2 1

Ａ型減免実施後介護給付費等

＝ 総費用額－事業者減免額－決定利用者負担額

【負担上限月額「6,150円」の場合】

【Ａ型事業者が利用者負担を免除した場合：負担上限月額6,150円／免除額6,150円】
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サービス種類コード 1 1 居宅介護 1 3 行動援護
合計

1 1 日サービス利用日数 1 5 日

給付単位数 9 1 0 0 9 7 8 4 1 8 8 8 4

単位数単価 1 0 7 2 円／単位 1 0 7 2 円／単位

給付率 9 0 ／１００ 9 0 ／１００

総費用額 9 7 5 5 2 1 0 4 8 8 4 2 0 2 4 3 6

給付率に
基づく

請求額 8

利用者負担額②

7 7 9 6 9 4 3 9 5

9 7 5 6 1 0 4 8 9

上限月額調整(①②の内少ない数) 6 1 5 0 6 1 5 0 1 2 3 0 0

A型減免
事業者減免額

減免後利用者負担額

調整後利用者負担額 6 1 5 0 0 6 1 5 0

上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額 6 1 5 0 0 6 1 5 0

請求額
介護給付費等 9 1 4 0 2 1 0 4 8 8 4 1 9 6 2 8 6

特別対策費

自治体助成分請求額

３ 事業所番号単位で複数の事業を提供した例 （地域区分：特別区）

給付費明細欄給付費明細欄

請求額集計欄請求額集計欄

同一事業所番号単位で複数のサービスを提供した際の記載方法

サービス種別の記載順は、上限額管理者の優先順序と同様。
居住系、日中系、訪問系、短期入所の順序で記載する。

① 各サービス種別単位に「上限月額調整」欄までは、前記のとおり
記載する。

② 「上限月額調整」欄の合計額が負担上限月額より高い時は、
「調整後利用者負担額」欄を使用して、
明細書単位で、利用者負担額の調整を行う。

例の場合、負担上限月額「6,150円」に対して、「上限額調整」欄の
合計額が「12,300円」のため、明細書単位で調整を行う。

③ 「調整後利用者負担額」欄の左より、利用者負担額を充当し、
合計額が負担上限月額と一致することを確認する。

下記の例では、利用者負担額の調整は不要である。

明細書単位で負担上限月額を超えた利用者負担は発生しない

【負担上限月額「6,150円」の場合】

【負担上限額「15,000円」の場合】

3 9

9

5 81 3 60 2

3

上限月額調整(①②の内少ない数) 9 7 5 6

0 2利用者負担額② 9 7 5 6

83 58 7 1 17 9 6請求額

9

給付率に
基づく

総費用額

サービス種類コード

0 2 0 7 21 3 6 59 7 5 5 2 3

給付率 9 0 ／１００ 9 0 ／１００

7 2 円／単位

4 0

単位数単価 1 0 7 2 円／単位 1 0

2 7139 1

サービス利用日数 1

6 4 00 0給付単位数

5 日

1 3 行動援護
合計

5 日

1 1 居宅介護

調整後利用者負担額

上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額 9 7 5 6 3 9 0 2 1 3 6 5 8

8 7 7 9 6 1 2 23 5 1 1 9 1 48

自治体助成分請求額

A型減免
事業者減免額

減免後利用者負担額

請求額
介護給付費等

特別対策費

46 1 42 4 6

0

行動援護３．０ 1 3 1 1 6 1 1 0

3 6 42 8 5行動援護２．０ 1 3 1 1 4 1 7

02 5 55 0 1 7

0

家事日中１．０ 1 1 6 1 1 5 1

6 5 55 5 1 0

サービス単位数

身体日中２．０ 1 1 1 1 2 3 6

サービス内容 サービスコード 単位数 回数
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自治体助成分請求額

2

特別対策費

6 3 5 35 5 2 10 9 2

1 5 0

請求額
介護給付費等 7 0 9 8

0 65 0 01 5 0決定利用者負担額 1

1 5 0

上限額管理後利用者負担額

0 65 0 0

0 0

調整後利用者負担額 1 1 5 0

7 36 1 5 0

0

減免後利用者負担額 1 1 5 0

5 0 000

3 0 0

A型減免
事業者減免額 5 0 0

0 1 26 1 51 5 0上限月額調整(①②の内少ない数) 6

5 69 77 7 1 3

9 68 7 79 4 1 7給付率に
基づく

請求額 6

利用者負担額②

4 6 8 25 2 1 79 7 5総費用額 7 7 1 3 0

／１００給付率 9 0 ／１００ 9 0

0 7 2 円／単位

3 2 2

単位数単価 1 0 6 8 円/単位 1

0 1 69 1 02 2 2給付単位数 7

合計
サービス利用日数 1 6 日 1 5 日

就労継続Ａ型 1 1 居宅介護サービス種類コード 4 5

４ 事業所番号単位で複数の事業を提供した例 （地域区分：特別区）

Ａ型減免事業者が同一事業所番号単位で複数のサービスを提供した際の記載方法

給付費明細欄給付費明細欄

請求額集計欄請求額集計欄

「総費用額」から「決定利用者負担額」及び「A型減免事業者減免額」を
控除して得た額を記載する。

【負担上限月額「6,150円」の場合】

① サービス毎に「上限月額調整」欄までは、前記のとおり記載する。

② Ａ型事業者減免を実際した際には、就労継続Ａ型欄の「事業者
減免額」に減免額を記載する。

③ 就労継続Ａ型以外のサービス欄の「事業者減免額」欄には「０」
を記載する。

④ サービス毎の「減免後利用者負担額」を記載する。

例では、就労継続Ａ型は「1,150円」、居宅介護は「6,150円」

⑤ 「Ａ型減免減免後利用者負担額」欄の合計が負担上限月額よ
り高い時は、 「調整後利用者負担額」欄を使用して、
明細書単位で、利用者負担額の調整を行う。

⑥ 「調整後利用者負担額」欄の左より、利用者負担額を充当し、
合計額が負担上限月額と一致することを確認する。

【Ａ型事業者が利用者負担を免除した場合：負担上限月額6,150円／免除額6,150円】

総費用額 7 7 1 3 0 9 7 5 5 2 1 7 4 6 8 2

給付率に
基づく

請求額 6

利用者負担額②

9 4 1 7 8 7 7 9 6

7 7 1 3 9 7 5 6

上限月額調整(①②の内少ない数) 6 1 5 0 6 1 5 0 1 2 3 0 0

A型減免
事業者減免額 6 1 5 0 0 6 1 5 0

減免後利用者負担額 0 6 1 5 0 6 1 5 0

調整後利用者負担額

上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額 0 6 1 5 0 6 1 5 0

請求額
介護給付費等 7 0 9 8 0 9 1 4 0 2 1 6 2 3 8 2

特別対策費

自治体助成分請求額

就労継続支援Ａ型事業書の利用者負担減免有りの例

02 5 55 0 1 7

0

家事日中１．０ 1 1 6 1 1 5 1

6 5 55 5 1 0身体日中２．０ 1 1 1 1 2 3 6

23 2

9 0 0

就継Ａ１・定超 4 5 8 1 1 1

1 5 6就継Ａ１ 4 5 1 1 1 1

回数 サービス単位数サービス内容 サービスコード 単位数

4 6 0

3 2 2 1
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1 6 82 18

4 1

生介激変緩和加算【９０】 2 2 ● ● ● ●

3 1 96 4 7

0

生活介護Ⅲ２　定超 2 2 8 2 0 1

6 33 0 2 15 02 2 5 0

0 0 82 1 14 8

3 2

生介新事業移行時特別加算 2 2 5 0 4 0

8 1 6 69 2 4 1

0

生活介護Ⅲ２ 2 2 1 2 0 1

3 0 00 0 55 5 61 1 1 2

サービス内容 サービスコード 単位数 回数 サービス単位数

身体深夜１．０

生介初期加算

給
付
費
明
細
欄

円/単位

9 0 ／１００

1 0 7 2

1 1 居宅介護

5 日

0 2

自治体助成分請求額

1 81 8 0 2

4

特別対策費

4 2 8 7203 2 1 64

1 5 0

請求額
介護給付費等 2 1 0 7 1

6001 5 0決定利用者負担額 6

1 5 0

上限額管理後利用者負担額

600調整後利用者負担額 6 1 5 0

減免後利用者負担額

3 6 6

A型減免
事業者減免額

90 3 2 1 61 5 0上限月額調整(①②の内少ない数) 6

0 3 2 1 61 6 8 7

0 2 2 8 9 4 41 85 1 7 7給付率に
基づく

請求額 1 9

利用者負担額② 2

0 8 2 62 50 2 3 2 1 6 01 8総費用額 2 1 6 8 6 4

／１００／１００ 1 0 0給付率 9 0

0 7 3 円/単位

3 7 9

単位数単価 1 0 7 3 円/単位 1

2 38 3 0 0 01 62 1 1給付単位数 2 0

2 1 日サービス利用日数 2 1 日
合計

生活介護

請
求
額
集
計
欄

サービス種類コード 2 2 生活介護 2 2

５ 新体系激変緩和加算【９０％】を計上した例 （地域区分：特別区）

特別対策事業の激変緩和加算
【従前額９０％保障】

① 特別対策に係る激変緩和加算を計上する際には、請求明
細書給付費明細欄にサービスコード表に記載された名称、コー
ドを記載し、「単位数」欄には、当該加算単位数（90／100相
当）を記入する。

記載時には、サービス種類コードに合致した「激変緩和加算【９０】」を記載する。

② 請求額集計欄への記載は、本体報酬と分けて記載を行う。

③ 激変緩和加算【９０】の請求額は、介護給付費等と区別する
ため、「請求額特別対策費」欄に記載する。

給付費明細欄給付費明細欄

【負担上限月額「6,150円」の場合】請求額集計欄請求額集計欄

請求額は、「特別対策費」欄に記載する。

特別対策事業の事業運営円滑化事業による激変緩和措置にかかる記載方法

特別対策による激変緩和措置による加算は、介護給付費の激変緩和加算と同様に、請求明細書を使用して請求を行う。
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1 01 21 0 2● ● ●旧身通療護激変緩和加算【９０】 8 4 ●

1 8 92 19

0 8

旧身通療護激変緩和加算 8 4 5 9 9 0

1 1 04 8 25 3 0旧身通療護重度重複加算 8 4 5

2 9 12 1 1 88 7 1旧身通療護１３A 8 4 1 1 3 1

サービス単位数サービス内容 サービスコード 単位数 回数

給
付
費
明
細
欄

0 0

自治体助成分請求額

2 10 02 1

0

特別対策費

8 8 7 318 9 00 1

1 5 0

請求額
介護給付費等 1 8 6 8 4

6001 5 0決定利用者負担額 6

上限額管理後利用者負担額

調整後利用者負担額

減免後利用者負担額

1 5 0

A型減免
事業者減免額

6001 5 0上限月額調整(①②の内少ない数) 6

009 2 9 9

2 1 0 09 01 83 6 9 1給付率に
基づく

請求額 1 7

利用者負担額② 1

6 9 8 01 92 1 0 09 01 82 9 9 0

0 ／１００0 ／１００ 1 00 ／１００ 1 0

円/単位1 0 0 00 0 0 円/単位

6 9 8

単位数単価 1 0 0 0 円/単位 1

1 92 1 091 8給付単位数 1 9 2 9 9

2 1 日
合計

サービス利用日数 2 1 日 2 1 日

8 4 旧身体通所療護旧身体通所療護 8 4 旧身体通所療護

請
求
額
集
計
欄

サービス種類コード 8 4

給付率 9

総費用額 1 9

６ 旧体系激変緩和加算【９０％】を計上した例 （地域区分：その他）

【負担上限月額「6,150円」の場合】

給付費明細欄給付費明細欄

請求額集計欄請求額集計欄

① 特別対策に係る激変緩和加算を計上する際には、請求明
細書給付費明細欄にサービスコード表に記載された名称、コー
ドを記載し、「単位数」欄には、当該加算単位数（90／100相
当）額を記入する。

記載時には、介護給付費の「激変緩和加算」との混同に留意する。

② 請求額集計欄への記載は、従前の激変緩和加算と同様に
本体報酬と分けて記載を行う。

③ 激変緩和加算【９０】の請求額は、介護給付費等と区別する
ため、「請求額特別対策費」欄に記載する。

介護給付費の激変緩和加算
【従前額の８０％保障】

特別対策事業の激変緩和加算
【従前額の８０％から９０％保障】

例示は当該月の総報酬額が従前額の８０％
を下回ったもの。

従前額に対して当該月の報酬額が８０％台
の時は、特別対策事業の激変緩和加算のみ
が計上される。

請求額は、「特別対策費」欄に記載する。
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平成　　　　年　　　　月　　　　日

（　提　供　先　）

殿

下記のとおり提供します。

利用者負担額

総費用額

提供サービス受給者証番号

氏名

市町村番号

市町村番号

受給者証番号

氏名

市町村番号

受給者証番号

受給者証番号

利用者負担額

氏名

提供サービス

市町村番号

提供サービス

市町村番号

受給者証番号

氏名

氏名

利用者負担額 提供サービス

総費用額

利用者負担額

市町村番号

受給者証番号

提供サービス

総費用額

提供サービス

総費用額

利用者負担額

市町村番号

受給者証番号

氏名

氏名

氏名

総費用額

提供サービス利用者負担額

市町村番号

受給者証番号

氏名

受給者証番号

総費用額

市町村番号 総費用額

氏名

利用者負担額受給者証番号 提供サービス

総費用額市町村番号

月分

項番 支給決定障害者等欄

住　所
（所在地）

平成

利用者負担額一覧表

事
業
者

指定事業所番号

利用者負担額

総費用額

利用者負担額

電話番号

名　称

提供サービス利用者負担額

提供サービス

総費用額

年

利用者負担額一覧表の記載における留意点

事業所番号単位で利用者（上限額管理対象者）の上
限額管理者ごとに本様式を作成して、サービス提供月の翌
月3日を目途に上限額管理者に本様式を提供する。

名称は、主たる事業所の名称として届け出た名称を使用する。

当該上限額管理者へ情報提供する上限額管理対象者情報を
記載する。

提供すべき内容は、明細書単位で調整ずみ（合計額記載）の
① 「総費用額」
② 「利用者負担額」
を記載する。
※ 「利用者負担額」欄には、「上限月額調整」、「Ａ型減免減免

後利用者負担額」又は「調整後利用者負担額」欄の合計欄
に記載された額を記載する。

「提供サービス」欄に、明細書請求額集計欄の「サービス種別」欄
に記載されたサービス番号及び名称を記載する。

情報提供を行う、上限額管理事業所名を記載する。
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1　管理事業所で利用者負担額を充当したため、他事業所の利用者負担は発生しない。

2　利用者負担額の合算額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。

3　利用者負担額の合算額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。

利用者負担上限額管理結果

利用者負担上限額管理結果票

事業所名称

項番

事業所番号

支給決定障害者等

氏 名

支 給 決 定 に 係 る

利用者負担額

利用者負担上限月額

障 害 児 氏 名

指定事業所番号市町村番号

受 給 者 証 番 号 管
理
事
業
者

事業者及び
その事業所

の名称

平成 月分年

利用者負担額

事業所番号

合計

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

管理結果後利用者負担額

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番

事業所名称

総費用額

管理結果後利用者負担額

総費用額

上記内容について確認しました。

　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　支給決定障害者等氏名

利用者負担額上限額管理結果票の記載における留意点

上限額管理者が、上限額管理事務に際して作成する様式。
本様式が市町村及び他の事業所へ提供される。

該当する結果内容を番号で記載する。【必須】

1 管理事業所で利用者負担額を充当したため、他事業所の利用者負担は発生しない。
2 利用者負担額の合算額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。
3 利用者負担額の合算額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。

上限額管理対象者へサービス提供した事業所名を記載する。【必須】
事業所番号単位で下記の順で左欄より記載する。

【本順序は、上限額管理者となる優先順序と同様】
① 上限額管理事業所 【相談支援事業所の場合は②以降の順で記載】

② 日中系サービスを提供した事業所
③ 訪問系サービスを提供した事業所
④ 短期入所サービス事業所

管理結果が「２」又は「３」のとき、
各事業所より「利用者負担額一覧表」で提供された
「総費用額」、「利用者負担額」を記載する。

管理結果が「３」のとき、
利用者負担額の合算が負担上限月額を超過しているため、
上限額管理を実施した結果を本欄に記載する。

作成後、対象者より確認を受ける【必須】。

管理結果が「１」「２」のときは、管理結果が「１」「２」のときは、
上限額管理加算の対象とはならない。上限額管理加算の対象とはならない。
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管理結果後利用者負担額

6 1 5 0

1 3 0

利用者負担額 6 1 5 0

7 7総費用額 7 7 1 3 0

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ａ事業所 Ｂ事業所

項番 1 2

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

「利用者負担額集計・調整欄」の記載方法

１ 管理事業所で利用者負担上限月額に到達し、他事業所へは利用者負担額が生じない例

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」 他事業者が1事業所の例

利用者負担額集計・調整欄利用者負担額集計・調整欄

管理事業所において、請求明細書単位で利用者負担額を算出した結果、当該事業所での利用者負担額により負担上
限月額に到達した場合には、管理事業所が提供したサービスについてのみ利用者負担額が生じ、他の事業所が提供した
サービスについては、利用者負担額は生じない。

他事業所は、利用者負担額一覧表を定期的に管理事業所へ送付他事業所は、利用者負担額一覧表を定期的に管理事業所へ送付

その他、必要事項を記載して、利用者に確認を求めて、

該当事業所へ結果票を提供する。

負担上限月額「6,150円」に対して、
管理事業所であるＡ事業所の利用者負担額が「6,150
円」で、負担上限月額に到達しているため、
他事業所については、利用者負担額が生じない。

提供された利用者負担額一覧表より、
①「事業所番号」
②「事業所名称」 を記載する。

この場合、管理結果を「１」として、

「１」のときは、上限額管理加算の計上は行わない。「１」のときは、上限額管理加算の計上は行わない。

Ｂ事業所

【負担上限月額「6,150円」の場合】

1 3 行動援護

1 1 居宅介護

利用者負担額 6 1 5 0

4 3 6
提供サービス

総費用額 2 0 2

利用者負担上限額管理結果 1
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利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1 2

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ａ事業所 Ｃ事業所

総費用額 7 7 1 3 0 3 9 0 2 0 1 1 6 1 5 0

利用者負担額 7 7 1 3 3 9 0 2 1 1 6 1 5

管理結果後利用者負担額

２-１ 利用者負担額の合算額が、利用者負担上限月額以下のため、調整事務を必要としない例

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」

管理事業所での利用者負担額と他事業所での利用者負担額を合算した結果、負担上限月額に到達しなかった場合、
利用者負担額の調整事務は必要ない。【合算額と負担上限月額が同額の場合も同様】

この場合、管理結果を「２」として、

提供された利用者負担額一覧表より、
①「事業所番号」
②「事業所名称」
③「総費用額」
④「利用者負担額」 を記載する。

負担上限月額「15,000円」に対して、
利用者負担額の合算額が「11,615円」であり、
負担上限月額に到達していないため、
利用者負担額の調整事務は必要ない。

その他、必要事項を記載して、利用者に確認を求めて、

該当事業所へ結果票を提供する。

利用者負担額集計・調整欄利用者負担額集計・調整欄

9 0 2利用者負担額 3
提供サービス

1 3 行動援護総費用額 3 9 0 2 0

Ｃ事業所

【負担上限月額「15,000円」の場合】

「２」のときは、上限額管理加算の計上は行わない。「２」のときは、上限額管理加算の計上は行わない。

利用者負担上限額管理結果 2
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管理結果後利用者負担額

5 0 5 23 9 0 2

0

利用者負担額 1 1 5 0

1 6 1 510

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1 2

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

合計

事業所名称 Ａ事業所 Ｃ事業所

総費用額 7 7 1 3 0 3 9 0 2

２-２ 利用者負担額の合算額が、利用者負担上限月額以下のため、調整事務を必要としない例

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」

管理事業所での利用者負担額と他事業所での利用者負担額を合算した結果、負担上限月額に到達しなかった場合、
利用者負担額の調整事務は必要ない。【合算額と負担上限月額が同額の場合も同様】

利用者負担額集計・調整欄利用者負担額集計・調整欄

9 0 2利用者負担額 3
提供サービス

1 3 行動援護総費用額 3 9 0 2 0

Ｃ事業所

「２」のときは、上限額管理加算の計上は行わない。「２」のときは、上限額管理加算の計上は行わない。

Ａ事業者は、１０ページの就労継続Ａ型減免実施事業所の例示を使用。
【利用者負担の5,000円の減額を実施】

就労継続支援Ａ型事業所の利用者負担減免有りの例

【負担上限月額「6,150円」の場合】

負担上限月額「6,150円」に対して、
利用者負担額の合算額が「5,052円」であり、
負担上限月額に到達していないため、
利用者負担額の調整事務は必要ない。

この場合、管理結果を「２」となる

Ａ型事業者が利用者負担を免除した場合も同様に、管理結果
は「２」となる。【負担上限月額6,150円／免除額6,150円】

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1 2

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ａ事業所 Ｂ事業所

総費用額 7 7 1 3 0 2 0 2 4 3 6 2 7 7 6 4 0

利用者負担額 0 6 1 5 0 6 1 5 0

管理結果後利用者負担額

利用者負担上限額管理結果 2
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6 1 5 00 05 0

3 0 0

管理結果後利用者負担額 1 1 5 0

0 76 1 51 5 0利用者負担額 1

1 1 6 83 6 2 82 0 2 4

事業所名称 Ａ事業所 Ｂ事業所

総費用額 7 8 7 3 2

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1 2

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

３-１ 利用者負担額の合算額が、利用者負担上限月額を超過するため、調整事務が必要となる例

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」

管理事業所での利用者負担額と他事業所での利用者負担額を合算した結果、負担上限月額を超過した場合、
利用者負担額の調整事務が必要となる。

この場合、管理結果を「３」として、

利用者負担額の合算額が負担上限月額を超過し、上限額管理を行う場合、利用者負担額の合算額が負担上限月額を超過し、上限額管理を行う場合、
管理事業所管理事業所※※は、「利用者負担額上限額管理加算」を計上し、加算を反映させは、「利用者負担額上限額管理加算」を計上し、加算を反映させ
た総費用額等で調整事務を行う。た総費用額等で調整事務を行う。

負担上限月額「6,150円」に対して、
利用者負担額の合算額が「7,300円」であり、
負担上限月額を超過しているため、
利用者負担額の調整事務が必要となる。

その他、必要事項を記載して、利用者に確認を求めて、

該当事業所へ結果票を提供する。

利用者負担額の合算額が負担上限月額より高い時は、

「管理結果後利用者負担額」欄を使用して、「管理結果後利用者負担額」欄を使用して、
事業所番号単位で、利用者負担額の調整を行う。

「管理結果」の「利用者負担額」欄の左より、明細書同様に、
利用者負担額を優先的に充当し、合計額が負担上限月額
と一致することを確認する。

上限額管理加算を反映した額上限額管理加算を反映した額
利用者負担額集計・調整欄利用者負担額集計・調整欄

※※上限額管理加算の報酬算定ができる事業の事業所のみ上限額管理加算の報酬算定ができる事業の事業所のみ

【負担上限月額「6,150円」の場合】

「３」のときは、上限額管理加算の計上を行える。「３」のときは、上限額管理加算の計上を行える。

1 3 行動援護

1 1 居宅介護

利用者負担額 6 1 5 0

4 3 6
提供サービス

総費用額 2 0 2

Ｂ事業所

就労継続支援Ａ型事業書の利用者負担減免有りの例

利用者負担上限額管理結果 3
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３-２ 利用者負担額の合算額が、利用者負担上限月額を超過するため、調整事務が必要となる例

管理事業所での利用者負担額が負担上限額に到達しておらず、他事業所での利用者負担額を合算した結果、負担上
限月額を超過した場合、利用者負担額の調整事務を行う。この際、管理事業所は、「利用者負担額上限額管理加算」
を計上し、加算を反映させた総費用額等で調整事務を行うが、管理事業所における加算計上後の利用者負担額が
負担上限月額を超過したときでも、調整事務前に利用者負担額が負担上限月額を超過しているため、管理結果は、
「３」とする。

利用者負担額集計・調整欄利用者負担額集計・調整欄

【負担上限月額「6,150円」の場合】

1 6 5

管理結果後利用者負担額

3 93 1 6

5 0

利用者負担額 6 0 0 2

9 1 61 6 3 02 0 36 0 0

1 2

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ｅ事業所 Ｄ事業所

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番

総費用額

1 5 00 6

1 3

管理結果後利用者負担額 6 1 5 0

9 33 1 6 3

0

利用者負担額 6 1 5 0

9 3 1 56 3 00 3 1

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ｅ事業所 Ｄ事業所

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1 2

総費用額 6 1 5 2

当初

加算計上後

負担上限月額「6,150円」に対して、
利用者負担額の合算額が「9,165円」であり、
負担上限月額を超過しているため、
利用者負担額の調整事務が必要となる。

上限額管理加算を反映した額上限額管理加算を反映した額

この場合、管理事業者において、上限額管理
加算を計上した後の利用者負担が負担上限月
額を超過しても、管理結果を「３」として、

その他、必要事項を記載して、利用者に確認を求めて、

該当事業所へ結果票を提供する。

利用者負担上限額管理結果 3
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5 0

0

2 4

0

3

１２３４５６７８９ＣＤ

Ｄ事業所

2 4 5 0 0

9 3 0061 4 2

2 6

管理結果後利用者負担額 7 8 7 4

2 3 53 9 0 20 09 3

8 0 4

利用者負担額 7 8 7 4

0 2 3 93 9 0 25 5 22 9 77 8 7 3

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ａ事業所 Ｂ事業所 Ｃ事業所

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1 2 3

総費用額

４ 他のサービス事業所が複数の例

他事業所が複数ある場合には、上限額管理者の優先順序となるサービスを提供している事業所の順に管理結果票に記載していく。

管理事業所以外に３事業所（事業所番号単位）からサービスを利用した例管理事業所以外に３事業所（事業所番号単位）からサービスを利用した例

【負担上限月額「9,300円」の場合】

【負担上限月額「6,150円」の場合】

1 5 0

2

0 6

1 2 5 0

8 0 4

2 4 5 0

0 2 3 9

3

合計

１２３４５６７８９ＣＤ

Ｄ事業所

2 4 5 0

006 1 5管理結果後利用者負担額 0

3 9 0 25 06 1利用者負担額 0

03 9 0 25 5 2

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1 2

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ａ事業所 Ｂ事業所

3

１２３４５６７８９ＣＤ

Ｃ事業所

総費用額 7 8 7 3 2 9 7

Ａ事業者が就労継続支援Ａ型事業所で利用者負担を免除した例

上限額管理加算を反映した額上限額管理加算を反映した額

就労継続支援A型 居宅介護

行動援護

居宅介護 短期入所提供したサービス

利用者負担上限額管理結果 3
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５ 上限額管理事業者へ当該月に利用実績がないときの上限額管理の例

上限額管理者が日中活動系の事業所等の場合において、支給決定障害者等の一時的な事情により、利用実績がない場合であっても、
上限額管理者は、前記同様の事務処理を行う。

【負担上限月額「9,300円」の場合】

3 5 2

管理結果後利用者負担額

0 62 4 59 0 23

2 0

利用者負担額 0

6 3 54 5 0 02 0 23 9 0

Ｃ事業所 Ｄ事業所

総費用額 0

3 3

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ａ事業所

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1

6 1 5 08 72 03 9 0 2

5 1 3

管理結果後利用者負担額 1 6 1

0 62 4 59 0 23

2 2

利用者負担額 1 6 1

6 5 14 5 0 02 0 23 9 0

Ｃ事業所 Ｄ事業所

総費用額 1 6 0 2

3 3

合計

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ａ事業所

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 1

管理事業所は項番１に事業所番号及び名称を
記載し、総費用額欄には「０」を記載する。

利用者負担上限額管理結果 2

利用者負担上限額管理結果 3【負担上限月額「6,150円」の場合】

総費用額 2 4 5 0 0
提供サービス

2 4 短期入所

利用者負担額 2 4 5 0

他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」他事業所より提供された「利用者負担額一覧表」

9 0 2利用者負担額 3
提供サービス

1 3 行動援護総費用額 3 9 0 2 0

Ｃ事業所
Ｄ事業所

管理事業所は項番１に事業所番号及び名称を
記載し、上限額管理加算を計上して総費用額
及び利用者負担額を記載する。

利用者負担額集計・調整欄利用者負担額集計・調整欄
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自治体助成分請求額

6

特別対策費

0 2 4 38 8 4 22 1 0 4

0

請求額
介護給付費等 9 7 5 5

00決定利用者負担額

00

1 5 0

上限額管理後利用者負担額 0

0 6調整後利用者負担額 6 1 5 0

減免後利用者負担額

3 0 0

A型減免
事業者減免額

0 1 26 1 51 5 0上限月額調整(①②の内少ない数) 6

8 91 0 49 7 5 6

9 59 4 37 7 9 6給付率に
基づく

請求額 8

利用者負担額②

2 4 3 68 4 2 01 0 4 8総費用額 9 7 5 5 2

／１００給付率 9 0 ／１００ 9 0

0 7 2 円／単位

8 8 4

単位数単価 1 0 7 2 円／単位 1

4 1 89 7 81 0 0給付単位数 9

合計
サービス利用日数 1 5 日 1 1 日

サービス種類コード 1 1 居宅介護 1 3 行動援護

0

事業所名称 Ａ事業所

ＣＤ 管理結果 1 管理結果額6 7 8 9利用者負担上限額
管理事業所

指定事業所番号 1 2 3 4 5

請求明細書への記載方法について

管理事業所より、「利用者負担額上限額管理結果票」を受け取った事業所は、管理結果番号に
従って、請求明細書を作成する。

１ 管理結果が「１」の場合

請求明細書の「利用者負担上限額管理事業所」欄に、「利用者負担上限額管理結果票」から管理者の「事業所番号」「名称」「管理結
果番号」を転記し、「管理結果額」欄には「０」を記載する。

請求額集計欄請求額集計欄

利用者負担額一覧表作成前までの記載内容

管理結果票受領後に、記載する。
管理結果「１」のため、管理結果「１」のため、
「上限額管理後利用者負担額」欄に「０」を記載する。

「介護給付費等」欄には、「総費用額」から「決定利
用者負担額」及び「Ａ型減免事業者減免額」を控除し
て得た額を記載する。

【負担上限月額「6,150円」の場合】
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サービス種類コード 1 3 行動援護

給付単位数

合計
サービス利用日数 5 日

3 6 4 6 4 0

単位数単価 1

0 3

0 7 2 円／単位

給付率 9 0

総費用額

／１００

02 0 3

利用者負担額②

9 0 23 9 0

3 5 1 1 8

0 2

上限月額調整(①②の内少ない数)

3 9

給付率に
基づく

請求額

3 9 0 9 0 2

A型減免
事業者減免額

2 3

減免後利用者負担額

調整後利用者負担額

上限額管理後利用者負担額 20 2

決定利用者負担額

3 9 03 9

0 2

請求額
介護給付費等

2 33

3 5

99 0

1 1 8 8

特別対策費

3 5 1 1

自治体助成分請求額

２ 管理結果が「２」の場合

請求明細書の「利用者負担上限額管理事業所」欄に、「利用者負担上限額管理結果票」から管理者の「事業所番号」「名称」「管理結
果番号」を転記し、「管理結果額」欄には「利用者負担額一覧表」に記載した「利用者負担額」を記載する。

請求額集計欄請求額集計欄

利用者負担額一覧表作成前までの記載内容

管理結果票受領後に、記載する。
管理結果「２」のため、管理結果「２」のため、
利用者負担額は「上限月額調整（①②の内少ない

数」欄の合計額と一致するため、「上限額管理後利用
者負担額」及び「決定利用者負担額」欄は「調整後利
用者負担額」欄の額を転記する。

「介護給付費等」欄には、「総費用額」から「決定利
用者負担額」及び「Ａ型減免事業者減免額」を控除し
て得た額を記載する。

【負担上限月額「6,150円」の場合】

9 0 2
提供サービス

1

利用者負担額 3

3 行動援護総費用額 3 9 0 2 0

2

事業所名称 Ａ事業所

3 9 0ＣＤ 管理結果 2 管理結果額6 7 8 9利用者負担上限額
管理事業所

指定事業所番号 1 2 3 4 5



26

利
用
者
負
担
額
集
計
・
調
整
欄

項番 2

事業所番号 １２３４５６７８９ＣＤ

事業所名称 Ｂ事業所

1 5 0

総費用額 2 0 2 4 3 6

利用者負担額 6

管理結果後利用者負担額 5 0 0 0

利用者負担上限額
管理事業所

指定事業所番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 ＣＤ 管理結果 3 管理結果額 5 0 0 0

事業所名称 Ａ事業所

自治体助成分請求額

6

特別対策費

9 7 4 38 8 4 12 1 0 4

0 0 0

請求額
介護給付費等 9 2 5 5

0 50 0 0決定利用者負担額 5

5 0 0 00

1 5 0

上限額管理後利用者負担額 5 0 0 0

0 6調整後利用者負担額 6 1 5 0

減免後利用者負担額

3 0 0

A型減免
事業者減免額

0 1 26 1 51 5 0上限月額調整(①②の内少ない数) 6

8 91 0 49 7 5 6

9 59 4 37 7 9 6給付率に
基づく

請求額 8

利用者負担額②

2 4 3 68 4 2 01 0 4 8総費用額 9 7 5 5 2

／１００給付率 9 0 ／１００ 9 0

0 7 2 円／単位

8 8 4

単位数単価 1 0 7 2 円／単位 1

4 1 89 7 81 0 0給付単位数 9

サービス利用日数 1 5 日

1 3 行動援護
合計

1 1 日

サービス種類コード 1 1 居宅介護

３ 管理結果が「３」の場合

請求明細書の「利用者負担上限額管理事業所」欄に、「利用者負担上限額管理結果票」から「事業所番
号」「名称」「管理結果番号」、「管理結果」欄の「利用者負担額」を転記する。

請求額集計欄請求額集計欄

利用者負担額一覧表作成前までの記載内容

管理結果票受領後に、記載する。
管理結果「３」のため、管理結果「３」のため、
「上限額管理後利用者負担額」欄の左より、利用

者負担額一覧表作成前と同様に、利用者負担額を
優先的に充当し、合計額が管理結果額と合致するこ
とを確認する。

「介護給付費等」欄には、「総費用額」から「決定利
用者負担額」及び「Ａ型減免事業者減免額」を控除
して得た額を記載する。

【負担上限月額「6,150円」の場合】


